
1 

 

１ 宮古市教育委員会の事務に関する点検・評価について 

 

 （１）趣旨 

   本報告書は、「地方教育行政の組織及び運営に関する法律」に基づき、平成３０年度

（2018年度）に宮古市教育委員会が取り組んだ事務の管理及び執行状況について点検・

評価し、課題や取り組みの方向を明らかにするものです。 

点検・評価については、その結果を市議会に提出するとともに、市民に公表し効果的

で開かれた教育行政の推進を図ります。 

  

（２）点検・評価の対象 

  宮古市総合計画では、教育に関する基本施策として「個性を生かし未来を拓くひとづ

くり」を掲げており、これを推進する施策を「生涯学習の推進」、「学校教育の充実」、「ス

ポーツ・レクリエーションの振興」、「文化の振興」としています。 

   また、「個性を生かし未来を拓くひとづくり」を推進するための教育行政における具体

的施策を示した「宮古市教育振興基本計画（平成２７年３月策定）」においても同様の施

策の体系としています。 

  本報告書では、教育委員会の活動状況及び「宮古市教育振興基本計画」に基づき実施

した主な事務事業の執行状況を点検評価の対象としています。 

 

 （３）点検・評価の方法 

   平成３０年度（2018年度）の主要な事務事業を教育委員会内部で点検・評価を行った

うえで、教育に関し学識経験を有する４名の方から外部の視点によるご意見を伺いまし

た。 

 

 

 

参考 地方教育行政の組織及び運営に関する法律（昭和３１年法律第１６２号）（抜粋） 

 （教育に関する事務の管理及び執行の状況の点検及び評価等） 

第２６条 教育委員会は、毎年、その権限に属する事務（前条第１項の規定により教育長に

委任された事務その他教育長の権限に属する事務（同条第４項の規定により事務局職員等

に委任された事務を含む。）を含む。）の管理及び執行の状況について点検及び評価を行い、

その結果に関する報告書を作成し、これを議会に提出するとともに、公表しなければなら

ない。  

２  教育委員会は、前項の点検及び評価を行うに当たっては、教育に関し学識経験を有す

る者の知見の活用を図るものとする。 
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 ２ 教育委員会の活動状況について 

 

（１）教育委員会について 

   教育委員会は、創造的で人間性豊かな人材を育成するため、生涯学習、学校その他の

教育機関の設置・管理、学校教育、社会教育、スポーツ及び文化等の教育行政を一体的

に推進する、市長からは独立した合議制の執行機関です。 

       

（２）教育委員会の組織 

宮古市教育委員会は、教育長と４人の教育委員で組織されています。 

教育長及び教育委員は、人格が高潔で、教育、学術及び文化等に関して識見を有する

者から市長が市議会の同意を得て任命します。 

教育長の任期は３年、教育委員の任期は４年で、再任されることもあります。 

教育長は、教育委員会の会議を主宰し、教育委員会を代表します。 

また、教育委員会の権限に属するすべての事務をつかさどり、事務を統括し、所属の

職員を指揮監督します。 

 

 

                     

                    総務課・給食センター 

            事務局 

            教育機関等 

                    学校教育課・小中学校・教育研究所 

                     

教育委員会    教育長   教育部長 

              生涯学習課・公民館・生涯学習センター 

            

                    文化課・崎山貝塚縄文の森ミュージアム・ 

北上山地民俗資料館 
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（３）教育委員会委員の構成 

             （平成３０年（2018年）８月３０日 ～ 現在） 

職   名 
委員としての任期 

教 育 長 任 期 

（教育長職務代理者任期） 氏   名 

教 育 長 

伊 藤 晃 二 
― 

平成29年 （2017年）8月30日から 

令和2年（2020年）8月29日まで 

教育長職務代理者 

荒 谷 榮 子 

平成25年（2013年）8月30日から 

令和3年（2021年）8月29日まで 

平成29年（2017年）8月30日から 

次の職務代理者が指名されるまで 

委 員 

橋 本 美 紀 

平成27年（2015年）8月30日から 

令和元年（2019年）8月29日まで 
― 

委    員 

平 井 亮 吉 

平成28年（2016年）8月30日から 

令和2年（2020年）8月29日まで 
― 

委    員 

杉 本 裕 樹 

平成30年（2018年）8月30日から 

令和4年（2022年）8月29日まで 
― 

 

 

 ≪ 参 考 ≫    （平成２９年（2017年）８月３０日～平成３０年（2018年）８月２９日） 

職   名 
委員としての任期 

教 育 長 任 期 

(教育長職務代理者任期) 氏   名 

教 育 長 

伊 藤 晃 二 
― 

平成29年（2017年）8月30日から 

令和2年（2020年）8月29日まで 

教育長職務代理者 

荒 谷 榮 子 

平成25年（2013年）8月30日から 

令和3年（2021年）8月29日まで 

平成29年（2017年）8月30日から 

次の職務代理者が指名されるまで 

委 員 

佐々木 敏 美 

平成22年（2010年)4月1日から 

平成30年（2018年）8月29日まで 
― 

委 員 

橋 本 美 紀 

平成27年（2015年）8月30日から 

令和元年（2019年）8月29日まで 
― 

委 員 

平 井 亮 吉 

平成28年（2016年）8月30日から 

令和2年（2020年）8月29日まで 
― 

 

 

（４）総合教育会議の開催状況及び審議内容 

  総合教育会議は、市長と教育委員会が十分な意思疎通を図り、より一層民意を反映した

教育行政を推進するため、平成２７年度から設置しています。 

平成３０年度は、１回開催し協議内容は次項のとおりでした。総合教育会議は全て公開

で開催しました。 
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会議名／期日 会場 承認／協議 件  名 

第１回総合教

育会議 

１１月２８日 

市民交流セン

ター（イースト

ピアみやこ内）

会議室３ 

協議事項（1） 地元を知る教育について 

協議事項（2） 
保健福祉部と教育委員会との連携（幼・保・小の連携）

について 

 

 

（５）教育委員会会議の開催状況及び審議内容 

  教育委員会会議は、原則として毎月１回「定例会」を開催し、その他必要の都度「臨時

会」を開催しています。 

平成３０年度は、定例会１２回、臨時会３回の計１５回を開催し、審議内容は下記のと

おりでした。教育委員会人事案件を除く全ての教育委員会会議を公開で開催しました。 

 

 

会議名／期日 会場 議案／報告 件  名 議決要旨 

４月定例会 

４月２４日 

 

委員会室 

議案第１号 
宮古市教育支援委員会委員の任命の臨時専

決処理に関し承認を求めることについて 
原案可決 

報告第１号 
平成２９年度第２回スポーツ推進審議会の

会議結果について 
承 認 

報告第２号 
平成２９年度第３回宮古市社会教育委員会

議の会議結果について 
承 認 

報告第３号 
平成２９年度第２回宮古市北上山地民俗資

料館運営委員会の会議結果について 
承 認 

５月定例会 

５月２２日 
委員会室 

議案第２号 
宮古市立学校教員住宅規則の一部を改正す

る規則 
原案可決 

議案第３号 
教育財産の用途廃止について（田老第一中学

校倉庫） 
原案可決 

議案第４号 
宮古市社会教育委員の解任及び任命の臨時

専決処理に関し承認を求めることについて 
原案可決 

報告第１号 
宮古市奨学生選考委員会委員の任命につい

て 
承 認 

６月定例会 

６月２８日 

新里福祉セ

ンター２階

集会室 

議案第５号 
教育財産の用途廃止について（重茂中学校特

別教室棟） 
原案可決 

議案第６号 
宮古市社会教育委員の解任及び任命の臨時

専決処理に関し承認を求めることについて 
原案可決 

議案第７号 
磯鶏公民館主事の解任に関し議決を求める

ことについて 
原案可決 
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会議名／期日 会場 議案／報告 件  名 議決要旨 

６月定例会 

６月２８日 

新里福祉セ

ンター２階

集会室 

報告第１号 
宮古市小山田テニスコート附属設備使用料

の変更について 
承 認 

報告第２号 
宮古市堀内地区センターの位置の変更につ

いて 
承 認 

報告第３号 

平成３０年度宮古市一般会計補正予算（第１

号・教育関連予算）に関する臨時専決処理に

関し承認を求めることについて 

承 認 

報告第４号 
宮古市立図書館資料選定委員会委員の任命

について 
承 認 

報告第５号 
平成３０年度第１回宮古市社会教育委員会

議の会議結果について 
承 認 

報告第６号 

平成３０年度第１回宮古市崎山貝塚縄文の

森ミュージアム運営協議会の会議結果につ

いて 

承 認 

報告第７号 
平成３０年度第１回宮古市文化財保護審議

会の会議結果について 
承 認 

７月定例会 

７月２３日 
委員会室 

議案第８号 
宮古市教育委員会車両整備管理規程を廃止

する訓令 
原案可決 

報告第１号 
宮古市議会定例会平成３０年６月定例会議

一般質問に係る答弁について 
承 認 

８月定例会 

８月２３日 
委員会室 議案第９号 

平成３１年度使用教科用図書の採択に関し

議決を求めることについて（検定教科書及び

著作教科書、附則第９条教科書） 

原案可決 

８月臨時会 

８月３０日 
委員会室 

議案第１０号 宮古市教育長職務代理者の指名について 原案可決 

議案第１１号 

平成３０年度宮古市一般会計補正予算（第３

号・教育関連予算）に関し議決を求めること

について 

原案可決 

９月定例会 

９月２５日 
委員会室 

議案第１２号 
平成３０年度宮古市教育委員会の点検評価

結果について 
原案可決 

報告第１号 
学校の管理に関する事故の専決処分につい

て 
承 認 

１０月定例会 

１０月２３日 

本庁舎４階

特別会議室 
報告第１号 

宮古市議会定例会平成３０年９月定例会議

一般質問に係る答弁について 
承 認 
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会議名／期日 会場 議案／報告 件  名 議決要旨 

１１月定例会 

１１月２７日 

本庁舎４階

特別会議室 

議案第１３号 
宮古市立学校の廃止に関し議決を求めるこ

とについて 
原案可決 

議案第１４号 
宮古市八木沢地区センターの位置の変更に

関し議決を求めることについて 
原案可決 

議案第１５号 
職員の懲戒処分に関し議決を求めることに

ついて 
原案可決 

報告第１号 
宮古市における部活動の在り方に関する方

針について 
承 認 

報告第２号 宮古市放課後学習支援事業について 承 認 

報告第３号 
平成３０年度第１回宮古市立図書館協議会

の会議結果について 
承 認 

報告第４号 
平成３０年度第１回宮古市北上山地民俗資

料館運営委員会の会議結果について 
承 認 

報告第５号 
第３２回宮古サーモン・ハーフマラソン大会

結果について 
承 認 

１２月定例会 

１２月２１日 

本庁舎４階

特別会議室 

議案第１６号 

平成３０年度宮古市一般会計補正予算（第５

号・教育関連予算）に関する臨時専決処理に

関し承認を求めることについて 

原案可決 

報告第１号 
学校の管理に関する事故の専決処分につい

て 
承 認 

報告第２号 
宮古市議会定例会平成３０年１２月定例会

議一般質問に係る答弁について 
承 認 

報告第３号 平成３１年宮古市成人式の開催について 承 認 

１月定例会 

１月２３日 

本庁舎４階

特別会議室 

議案第１７号 
宮古市立小中学校に就学すべき者の学校の

指定に関する規則の一部を改正する規則 
原案可決 

議案第１８号 
宮古市教育委員会公印規程の一部を改正す

る訓令 
原案可決 

議案第１９号 
宮古市教育委員会行政組織規則の一部を改

正する規則 
原案可決 

報告第１号 公の施設の指定管理者の指定について 承 認 
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会議名／期日 会場 議案／報告 件  名 議決要旨 

２月定例会 

２月１３日 

本庁舎４階

特別会議室 

議案第２０号 
平成３１年度宮古市一般会計予算（教育関連

予算）に関し議決を求めることについて 
原案可決 

議案第２１号 
平成３１年度宮古市教育行政施策の方針と

重点に関し議決を求めることについて 
原案可決 

議案第２２号 
平成３１年度宮古市教育行政方針に関し議

決を求めることについて 
原案可決 

議案第２３号 
教育財産の用途廃止について（田老第一中学

校校長住宅） 
原案可決 

議案第２４号 
教育財産の用途廃止について（新里小学校教

員住宅） 
原案可決 

議案第２５号 
教育財産の用途廃止について（田老第三小学

校） 
原案可決 

議案第２６号 
宮古市市民文化会館条例施行規則の一部の

改正に関し議決を求めることについて 
原案可決 

報告第１号 
宮古市教育委員会事務局職員の人事異動に

ついて 
承 認 

報告第２号 藤原小学校の統廃合について 承 認 

報告第３号 
平成３０年度第２回宮古市社会教育委員会

議の会議結果について 
承 認 

２月臨時会 

２月２８日 

本庁舎４階

特別会議室 
議案第２７号 

平成３１年度宮古市立小・中学校長等の人事

の内申に関し議決を求めることについて 
原案可決 

３月臨時会 

３月２２日 

本庁舎５階

５－３会議

室 

議案第２８号 
教育委員会事務局職員等の人事異動に関し

議決を求めることについて 
原案可決 

３月定例会 

３月２５日 

本庁舎４階

特別会議室 

議案第２９号 

平成３０年度宮古市一般会計補正予算（第８

号・教育関連予算）に関する臨時専決処理に

関し承認を求めることについて 

原案可決 

議案第３０号 
宮古市教育振興基本対策審議会委員の任命

に関し議決を求めることについて 
原案可決 

議案第３１号 
宮古市立学校教員住宅規則の一部を改正す

る規則 
原案可決 

議案第３２号 
教育財産の用途廃止について（花輪小学校敷

地） 
原案可決 

議案第３３号 
宮古市指定有形文化財の指定に関し議決を

求めることについて 
原案可決 

 



8 

 

会議名／期日 会場 議案／報告 件  名 議決要旨 

３月定例会 

３月２５日 

本庁舎４階

特別会議室 

報告第１号 

平成３０年度第２回宮古市崎山貝塚縄文の

森ミュージアム運営協議会の会議結果につ

いて 

承 認 

報告第２号 
平成３０年度第２回宮古市文化財保護審議

会の会議結果について 
承 認 

 

 

（６）教育委員会に係る条例改正及び規則改正等について   

平成３０年度における教育委員会に係る条例改正及び教育委員会会議で審議された教育委

員会規則等の改正は、次のとおりです。 

 

≪条例改正≫ 

会議名／期日 会場 議案／報告 件  名 議決要旨 

－ － － － － 

 

≪規則改正等≫ 

会議名／期日 会場 議案／報告 件  名 議決要旨 

５月定例会 

５月２２日 
委員会室 議案第２号 

宮古市立学校教員住宅規則の一部を改正す

る規則 
原案可決 

６月定例会 

６月２８日 

新里福祉センター 

２階集会室 

報告第１号 
宮古市小山田テニスコート附属設備使用料

の変更について 
承 認 

報告第２号 
宮古市堀内地区センターの位置の変更につ

いて 
承 認 

７月定例会 

７月２３日 
委員会室 議案第８号 

宮古市教育委員会車両整備管理規定を廃止

する訓令 
原案可決 

１１月定例会 

１１月２７日 

本庁舎４階

特別会議室 

議案第１３号 
宮古市立学校の廃止に関し議決を求めるこ

とについて 
原案可決 

議案第１４号 
宮古市八木沢地区センターの位置の変更に

関し議決を求めることについて 
原案可決 

１月定例会 

１月２３日 

本庁舎４階

特別会議室 

議案第１７号 
宮古市立小中学校に就学すべき者の学校の

指定に関する規則の一部を改正する規則 
原案可決 

議案第１８号 
宮古市教育委員会公印規定の一部を改正す

る訓令 
原案可決 

議案第１９号 
宮古市教育委員会行政組織規則の一部を改

正する規則 
原案可決 
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会議名／期日 会場 議案／報告 件  名 議決要旨 

２月定例会 

２月１３日 

本庁舎４階

特別会議室 
議案第２６号 

宮古市市民文化会館条例施行規則の一部の

改正に関し議決を求めることについて 
原案可決 

３月定例会 

３月２５日 

本庁舎４階

特別会議室 
議案第３１号 

宮古市立学校教員住宅規則の一部を改正す

る規則 
原案可決 
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３ 施策別の主要事務の点検、評価 

 

 ア 生涯学習の推進                  ※事業費は、千円未満四捨五入 

事務事業名 社会教育一般事業 

事 業 費 ３７，０３１千円 

事業目的と 

概要 

社会教育の推進を図るため、社会教育委員会議を３回開催し、社会教育行政

の推進を図った。 

社会教育指導員を引き続き１名配置し、社会教育の振興を図った。 

成果と課題 

社会教育委員会議では、委員が北上山地民俗資料館、放課後子ども教室（川

井小学校）の視察も行うなど、事業への理解を深めた。社会教育、文化振興、

体育振興など生涯学習全般に関しての審議において委員から挙げられた助言

を反映しながら、事業を推進することができた。 

 社会教育指導員については、乳幼児期家庭教育学級やブックスタート事業の

企画・運営を実施するなど、子育てに奮闘する新米パパ・ママを支援するため

の社会教育事業を実施することができた。 

 

 

事務事業名 地区センター管理運営事業 

事 業 費 ４，０２２千円 

事業目的と 

概要 

地域住民の集会などの公共的な利用に供するため、指定管理者制度により、

地区センターの効率的・効果的な管理運営を行った。（地区センター９施設） 

成果と課題 

 東日本大震災により被災した堀内地区センターは、災害復旧工事が終了し、

堀内地区センター運営委員会の指定管理により管理運営を再開した。 

 地域コミュニティの形成を支援する各地区センターが有効利用されるよう、

引き続き効率的、効果的な地区センターの管理運営に努めていく必要がある。 

 

 

事務事業名 八木沢地区センター整備事業 

事 業 費 ６９，３１３千円 

事業目的と 

概要 

八木沢地区センターの移転新築工事及び旧センターの解体工事を行った。 

成果と課題 

 従前の八木沢地区センターは、土砂災害警戒区域及び土砂災害特別警戒区域

の指定範囲に入っており、地区からも移転新築に関する請願が出されていたも

のであったが、市営住宅八木沢団地住宅９号棟跡地に移転新築した。安全な場

所で安心して地域のコミュニティ活動ができるようになった。 
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事務事業名 生涯学習推進体制整備事業 

事 業 費 １５４千円 

事業目的と 

概要 

 生涯学習を推進する環境づくりのため、関連情報を広く発信するとともに、

生涯学習の指導者や各種ボランティアを育成し、推進体制の充実を図った。 

成果と課題 

情報誌（みやこ市民カレッジニュース）を毎月６２７部発行し、生涯学習関

連事業を効果的に情報提供ができた。 

生涯学習リーダーバンクは、昨年度比で登録者が５人増加し（８６人、４１

団体→９１人、４１団体）、指導体制の強化を図ることができた。 

生涯学習ボランティアは、読書ボランティア研修会の実施や呼びかけにより

新規登録もあったが全体として登録者は昨年と同数であった（４５人→４５

人）。さらなるボランティアの募集や研修、活躍の場の確保が必要である。 

生涯学習推進体制については、市全体で総合的に推進するため、推進体制等

の見直しも検討しながら進める必要がある。 

 

 

 

事務事業名 家庭教育支援事業 

事 業 費 ２，１２６千円 

事業目的と 

概要 

 家庭、地域の教育力の向上を図るため、子育て等に関する知識について学習

する機会を提供した。また、ＰＴＡ等のグループが行った家庭教育に関する事

業について、その活動を支援した。 

 ブックスタート事業を実施し、乳幼児期から読書に親しむ環境の充実を図っ

た。 

成果と課題 

幼稚園や保育所、小中学校で実施した家庭教育学級の参加者（１，６５４人

→１，５５８人）、市が主催した家庭教育学級中央講座の参加者（１，８１４

人→３３８人）ともに、前年度から減少した。中央講座の参加者の大幅な減少

は、会場の確保と講師の都合をともに調整できなかったことによる。少子化に

より対象者の減少があるものの、参加者の増に向けて、実施方法を検討する。 

おはなし会等の読書推進活動の参加者についても、前年度の１，１８６人か

ら１，０５５人に減少した。 

家庭教育学級の実施回数及び参加者の増加に向けて、事業の趣旨を理解して

いただくよう努めるとともに、ニーズに沿った学習機会を提供する必要があ

る。 
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事務事業名 地域コミュニティ再生支援事業（震災対応分） 

事 業 費 ４，０２４千円 

事業目的と 

概要 

 地域の人の参画を得て、子どもたちの安心・安全な居場所を確保する放課後

子ども教室推進事業を実施した。 

 地域全体で子ども達の学びや成長を支えるとともに、学校を核とした地域づ

くりを推進する地域学校協働本部事業を実施した。 

成果と課題 

 川井小学校において、放課後子ども教室を設置し、子どもたちの安心・安全

な場所を提供することができた。関係者へのアンケート結果によると、参加児

童、保護者、学校、安全管理員の放課後子ども教室への肯定的回答が、目標と

する８０％を上回る９１．５％となった。 

 教室は、宿題や遊び以外にも様々な体験の場になることを目的に設置してお

り、安全管理員は工夫して様々な活動を企画している。児童の満足度や、保護

者から見た児童の様子（教室を楽しみにしているかどうか）からも、活動がう

まく機能していたと考えられる。 

 地域学校協働本部は、宮古小学校、山口小学校、津軽石小学校、新里小学校、

第一中学校、宮古西中学校の６校において設置・運営され、学校と地域の連携

を深めることができた。 

 アンケート結果によると、全体の肯定的回答は８０．４％であり目標とする

８０％を達成できたが、地域住民・ボランティアの部分のみの回答は７１．３％

であった。 

 今後は、学校から地域に対する働きかけを進めて行くとともに、地域と学校

の支援ニーズをうまくマッチングさせ、具体的な支援につなげていく必要があ

る。 
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事務事業名 学習活動促進事業 

事 業 費 ２，０２２千円 

事業目的と 

概要 

二十歳を迎える新成人の門出を祝うとともに、社会参加の意識の向上を図る

ため、成人式（１月１３日）を開催した。 

広く市民の生涯学習への意識啓発を図るため、市民講演会（１０月１９日）

を開催した。 

成果と課題 

成人式は、対象者６１４人のうち、４４９人の出席となり（出席率７３．

１％）、前年度と比較すると３．８ポイントの増であった。 

これまでと同様に、新成人による実行委員会を組織したが、今回は特に式典

の内容について実行委員会から幅広く意見を出してもらった。励ましの言葉の

人選やレッドカーペットの実施などにおいて意見を取り入れることができた。 

今後、式典に関する新成人の意見を取り入れながら新成人が大人としての自

覚を新たにするような内容にしていきたい。 

市民講演会は、参加者数が４５８人で、前年度の３５１人を上回った。今後

は、市民の生涯学習意欲をかき立て、多くの市民が参加できるような取り組み

となるよう、開催時期、企画内容、周知方法などの見直しを図る必要がある。 

 

 

事務事業名 生涯学習関係団体活動支援事業 

事 業 費 ８５６千円 

事業目的と 

概要 

生涯学習やまちづくりのために活動している団体の自主的活動に対して支

援を行った。「生涯学習まなびガイド」による講師派遣や市職員等による「ま

ちづくりふれあい講座」を行うなど、生涯学習グループの育成・支援を行った。 

成果と課題 

生涯学習関係団体（地域婦人団体協議会、宮古ユネスコ協会、子ども会育成

会連合会）に補助金を交付し、その活動を支援した。各団体では、高齢化等に

より会員の減少が続いており、今後の事業の進め方や市の関わり方について引

き続き支援する必要がある。 

「まちづくりふれあい講座」は、実施講座数（１２講座→２１講座）、参加

人数（３４９人→７０７人）ともに増加。講座ではニュースポーツ体験が増加

し、利用団体でみると小学校から中学校、高校、県立大学宮古短期大学部に至

るまでの教育機関の利用が増加した。軽運動による健康志向の高まりや、将来

を担う若者の育成に関心が集まり、市民の興味・関心に応えることができた。 

講師派遣事業は、昨年度より講師派遣団体（１４団体→１１団体）は減少し

たものの、参加人数（３６６人→３９７人）は増加した。 

引き続き、広報紙、パンフレット、ホームページ等により周知活動を推進す

る必要がある。 
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事務事業名 公民館運営事業 

事 業 費 １１１，７６５千円 

事業目的と 

概要 

 中央公民館、田老公民館、新里生涯学習センター及び川井生涯学習センター

を核として、市民の生涯にわたる主体的な学習活動や学習成果の発表の場を提

供した。多様な学習機会を提供するため各種の公民館主催事業を実施した。 

成果と課題 

 公民館自主事業として、８４事業を実施し、延べ７，４９４人が参加した。 

内訳は、家庭教育＝８、少年教育＝９、成人教育＝４４、高齢者教育＝７、

世代間交流＝１、芸術文化＝８、スポーツ・レクリエーション＝７である（対

前年比１０事業増）。 

 公民館利用団体の芸術文化活動の成果を発表する場として、中央公民館・分

館「音楽芸能発表会」、同「公民館まつり」、社会経験者大学祭、千徳公民館ま

つり、山口公民館まつり、田老公民館まつり、玄翁館まつり、川井地区文化祭

を開催した。玄翁館まつりでは新たな出演者が舞台を盛り上げ、観客増につな

がった。公民館全体の利用者数は延べ１２５，０９７人（対前年比６，１００

人減）となった。 

 講座の企画段階から新たな視点での企画や休日、夜間の開催、市民交流セン

ターでの開催、託児などを行うことで、参加者のニーズに応えた。このことか

ら、子育て世代や若い世代、男性の参加も徐々にであるが増加している。 

今後も、講座内容や開催日時・場所等を工夫し参加者の多様なニーズに応え

る必要がある。 

 

 

事務事業名 公民館施設整備事業 

事 業 費 ９，２３４千円 

事業目的と 

概要 

田老公民館の高圧電気設備の改修工事を行った。 

成果と課題 

施設整備により、公民館の利用者の安全性、利便性の向上につながった。 

今後は他の公民館・生涯学習センターにおいても老朽化が進むことから、利

用者の安全面を優先し計画的に修繕等を行う必要がある。 
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事務事業名 図書館運営事業 

事 業 費  ９３，０１７千円 

事業目的と 

概要 

「読書まち宮古」を推進するため、市民のニーズに対応した図書館資料の充

実を図り、遠隔地等の市内各所に移動図書館車（３台）を運行し、図書の巡回

貸出しを行った。 

市民の本に親しむ機会を創出するため、毎月の図書館だよりやエフエムラジ

オ放送等での特集本の紹介や、宮古市に関係する企画展、並びにナイトライブ

ラリー（お化け屋敷）などを開催した。 

また、子どもの読書活動の推進のため、図書館職員が小中学校に出向き、学

校図書室を支援するとともに、小中学校以外の児童施設にも団体貸出しを行

い、おはなし会や子ども映画会等を定期的に開催した。 

そのほか、老朽化した屋根の改修工事を行った。 

 

成果と課題 

図書館資料は、蔵書の新陳代謝を図ることを目的に、除籍本の整理を進めつ

つ、新たな図書を随時購入することによって、昨年度末から３，８１９冊増の

２０３，３０４冊の蔵書となった。建物のキャパシティに限界があることから、

適に蔵書の見直しを行うことが必要である。 

昨年度の登録者・貸出状況等は、個人登録者数は平成２９年度（2017年度）

より１２４人減の４，３７８人、貸出者数は４人減の４７，４８０人、貸出冊

数（個人）は３１２冊増の２０１，８７８冊であった。 

平成３０年度（2018年度）は、登録者数・貸出者数は人口減少に伴い減少し

たものと思われるが、貸出冊数は平成２９年度を上回っており一定の成果を上

げた。 

今後とも、多種多様な読書推進事業を展開するとともに、さらなる図書館資

料の充実を図り、サービスの向上に努める。 

 

 

 

事務事業名 地区センター災害復旧事業（震災対応分） 

事 業 費 ２４，３４３千円 

事業目的と 

概要 

東日本大震災により被災した堀内地区センターの災害復旧工事を行った。 

成果と課題 

堀内地区センターは、平成３０年（2018年）６月に供用を開始し、地域のコ

ミュニティの場を確保することができた（平成３０年度利用者数３９３人）。 

地域住民が集い、にぎわう、地域の拠り所として有効活用されるよう、効率

的、効果的な管理運営に努める必要がある。 
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【総括】 

「宮古市教育振興基本計画」に基づき、市民一人ひとりが生涯にわたり「いつでも・

どこでも・誰でも」自分にふさわしい方法で、自由に学び続けることができ、その成果

が地域や社会参加活動に活かされるように、各事業に取り組みました。 

推進体制の充実については、生涯学習リーダーバンクの登録者が増加し指導体制の充

実が図られましたが、生涯学習ボランティアの人数は横ばいでした。新規募集や研修、

ボランティア等の活躍の機会の確保に努め、さらなる活用、充実を図ってまいります。 

 生涯学習環境の整備については、被災した堀内地区センターの災害復旧工事のほか、

八木沢地区センターの移転新築工事、田老公民館の高圧電気設備改修工事が完了しまし

た。今後、何れの施設も老朽化が進行することから、計画的な修繕等を行い、安全性・

利便性の確保に努めます。 

家庭及び青少年の学習活動の支援については、家庭教育等の講座においては、参加者

が減少した事業があることから、子育てに必要な情報を提供するため、ニーズの把握に

努めるとともに、周知活動や事業の充実を図ってまいります。 

地域コミュニティ再生支援事業においては、今後、学校と地域の連携・協働がますま

す重要となることから、事業を地域全体に広めるため周知活動や事業の充実を図ります。 

学習活動促進事業について、成人式においては、引き続き新成人の式典への参画を継

続し、市民講演会においては、多くの市民が参加できるよう事業内容の見直しを検討し

てまいります。 

生涯学習関係団体の支援については、各団体への支援を継続し、団体が行う事業への

関わり方について検討してまいります。 

公民館運営については、自主事業を増やしたり、休日・夜間の開催や託児を行ったり

と、市民のニーズに応える工夫を行いましたが、今後も引き続き、市民が参加しやすい

講座の実施に取り組んでまいります。 

図書館については、図書の貸出冊数がわずかですが前年比増となりました。引き続き

さまざまな読書推進事業を展開するとともに、サービスの向上にも努めてまいります。 
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イ 学校教育の充実                  ※事業費は、千円未満四捨五入 

事務事業名 広報「教育委員会だより」の発行 

事 業 費 １，７９１千円 

事業目的と 

概要 

教育行政や学校、教育関連施設等での取り組み等を広く市民に知ってもら

うため、「教育委員会だより」を発行した。（８月、１月に発行。広報みやこ

とともに配布） 

成果と課題 

市内全世帯に配布するとともに、市ＨＰにも掲載し広く発信することがで

きた。 

教育施設（崎山貝塚縄文の森ミュージアム、北上山地民俗資料館等）につ

いてもスペースをとって紹介するなど、市民の関心を高める媒体になってい

る。多くの方に読んでもらえるよう、題材や紙面を工夫しながら継続してい

きたい。 

 

 

事務事業名 就学事務事業 

事 業 費 １，１３３千円 

事業目的と 

概要 

平成３１年度の小学校への入学予定者に対して、健康診断等を行った。 

成果と課題 

小学校入学予定者の健康状態等を把握し、入学に向けた準備業務を支障な

く行うことができた。 

令和元年度も法令で定められた期日までに実施していく。 

 

 

事務事業名 育英事業 

事 業 費 ４１，３５８千円 

事業目的と 

概要 

経済的な理由で、修学困難な者に対して奨学資金の貸付を行った。 

 ・貸付金額（月額）高校１万８千円、大学等５万円  

成果と課題 

市の奨学資金の貸付について、高校等５名、大学等２０名の枠で募集を行

い、新たに高校３名、大学等１３名に対して貸付を開始した。 

平成２９年度から若者の定住化につながるよう返還免除型の奨学資金制度

（定住化促進奨学金返還免除制度）により、３名に対し支援を行った。 

引き続き、経済的理由により修学機会が損なわれることのないよう事業を

継続し、Ｕターン、定住化を進めるため、返還免除制度の周知を図っていく

必要がある。 
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事務事業名 国際理解推進事業 

事 業 費 ２１，６４９千円 

事業目的と 

概要 

児童生徒のコミュニケーション能力の向上や異文化を理解する資質や能力

を育成するため、小中学校にＡＬＴ（外国語指導助手）を派遣し、外国語活

動、英語の授業等を行い、国際理解の推進に取り組んだ。 

小中学生を対象に、「みやこ・イングリッシュ・キャンプ」を長期休業中に

行い、ネイティブ・スピーカー（外国語を母国語とする外国語講師）と共に

英語の活動に取り組んだ。 

成果と課題 

小中学校にＡＬＴを５名派遣し、言語や文化に対する理解を深めるととも

に、聞くこと、話すこと、読むこと、書くこと等について、コミュニケーシ

ョン能力の基礎を育むことができた。 

ＡＬＴの指導力については、学校から高い評価を得ている。「みやこ・イン

グリッシュ・キャンプ」には、夏休みに中学生４４名、冬休みに小学生７４

名の参加があり、昨年度より参加者も増え、児童生徒の英語に取り組む意欲

も高まっている。 

学習指導要領が変わり、令和２年度から、新たに小学３・４年生には「外

国語活動」が、５・６年生には「外国語」が教科化となることから、ＡＬＴ

の授業への関わり方について検討する必要ある。 

 

 

事務事業名 教育振興基金（補助金活用）事業（教育振興基金事業） 

事 業 費 ４，９４６千円 

事業目的と 

概要 

市内で活動する個人、団体が、子どもの教育に関するソフト事業を実施した

場合に、対象となる経費を補助した。 

成果と課題 

平成３０年度の補助金活用団体は、１８団体（うち新規６団体）で、活用団

体、新規団体の合計数は、前年度に次ぐ実績であった（昨年度１９団体）。 

基金設立当初と比較すると、分野も多岐に渡り幅広い事業が実施され、市民

への周知も図られてきている。 

子どもたちが貴重な体験をする機会として、評価が高い事業がある一方、補

助金頼みの団体や子どもの参加が少ない事業等があることから、補助金からの

自立や事業内容等を精査していく必要がある。 

また、本事業は来年度が一区切りの１０年目を迎えることから、取り組みに

ついて検討する必要がある。 
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事務事業名 東日本大震災教育支援金事業（震災対応分） 

事 業 費 ４，６６０千円 

事業目的と 

概要 

東日本大震災で保護者を亡くした児童生徒に対し、教育環境を支え、就学を

支援するために支援金を支給した。 

成果と課題 

東日本大震災で保護者を亡くした児童生徒に対し、継続して支援金・定期金

を支給した。（支給者延べ２３名） 

定期的な支給に加え、進学時には一時金を支給することにより、児童生徒

の教育環境安定の重要な事業となっており、今後も継続する必要がある。 

 

 

事務事業名 教育研究所運営事業 

事 業 費 ２，６５７千円 

事業目的と 

概要 

学校との連携を進め、教育課程や教材、教育指導技術等の調査研究を行い、

教職員の資質向上を図った。 

成果と課題 

小中連携をテーマに、中学校区ごとの連携を図り、授業改善に取り組ん

だ。算数・数学・国語の授業参観・研究協議では、研究員が授業改善の視点

を明確にすることができた。 

また、幼保・小連携による小学校スタートカリキュラムの作成に向けた取

り組みを各学校に周知することができた。さらに、教育研究所研究発表会に

おいて、実践の成果を各校に広めることができた。 

令和元年度も研究成果を研究発表会等で発信し、教職員の資質向上につな

げていくよう努める。 

 

 

事務事業名 幼児言語障害教育事業 

事 業 費 ６，２４５千円 

事業目的と 

概要 

「幼児ことばの教室」において、言語に障害や遅れがある就学前の子ども

と保護者を対象に、発音の仕方や発達への不安等について、指導、相談を行

った。 

成果と課題 

言語教育指導員を３名配置し、通級幼児（４３名）の指導と保護者等から

の相談等（１１６件）を行った。 

就学時健診において、ことばの教育相談が必要と判断された６２名全ての

相談を行うことができた。入学後も様子を観察し、ケースによっては適切な

指導を行う必要がある。 
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事務事業名 教育相談事業 

事 業 費 ２，２３２千円 

事業目的と 

概要 

不登校やいじめなど、教育の問題で悩んでいる子どもや保護者に、教育相

談、指導にあたった。 

成果と課題 

教育研究所に教育相談員を１名配置し、本人や保護者からの相談（電話１

３件、面接７２件、訪問３９件）を受けた。 

児童生徒の状況を細やかに把握することができ、相談事項については、学

校訪問を行い指導の状況等を確認し、関係機関と連携して取り組みを進めた。 

定期的に学校訪問を行い、各学校で効果のあった取組事例について分析し

ているが、さらに個々の実情に応じた助言や相談への対応が図られるように

していく必要がある。 

 

 

 

 

事務事業名 キャリア教育事業 

事 業 費 ６７０千円 

事業目的と 

概要 

児童生徒の勤労観、職業観を醸成するため、大学や産業関係団体と協力し、

産業まつりにおいて「ものづくり体験教室」を行った。 

成果と課題 

ものづくり体験教室では、東北学院大学や共和水産・岩船商店、パナソニッ

クなどが参加して、１１のブースを設置した。延べ４１８名の参加があり、子

どもたちのものづくりや職業に対する興味・関心を高めることができた。 

６名の小学生と５名の中学生がスタッフとして参加したが、さらに多くの

参加を募っていきたい。 

事務事業名 不登校児童生徒支援事業（サーモン教室） 

事 業 費 ６，５３８千円 

事業目的と 

概要 

長期に渡って不登校状態にある児童生徒に対し、生活リズムの回復や学校

復帰を促す指導支援を実施した。 

成果と課題 

教育研究所内に「サーモン教室」を設置し、不登校児童生徒指導員３名を

配置した。通級児童生徒（１３名）に相談指導を行い、４名が学校に復帰す

ることができた。 

指導主事、学校との連携を図り、児童生徒の現状把握や「サーモン教室」

の利用について、一人ひとりに応じた指導を行い、学校復帰や高校進学につ

なげることができた。 

調理実習や野外活動など幅広い体験活動も取り入れ、その積み重ねにより、

児童生徒の登室、学習への意欲を引き出すことができている。 

不登校が養育環境に起因する場合もあり、保護者の理解や協力を得るため

にも、学校との連携をさらに進め、保護者への周知を進める必要がある。 
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事務事業名 ニュートン・スクール（新教育プラン）事業（教育振興基金事業） 

事 業 費 ３９３千円 

事業目的と 

概要 

小中学生の自然科学に対する興味・関心を高め、児童生徒自らが課題を見

つけ解決し、学校の授業に問題意識をもって臨むことができるように、小学

生ニュートン・スクール、中学生ニュートン・スクールを開催した。 

成果と課題 

小学生ニュートン・スクールでは、講師陣による多彩なワークショップ内

容、活動の工夫により、体験活動にじっくりと向かうことができ、科学の面

白さや不思議さに触れることができた。（１９９名参加） 

中学生ニュートン・スクールでは、教科書に載っているが、授業では深く触

れないことを実験することによって自然科学分野に対する興味・関心を高め

ることができた。（１４名参加） 

令和元年度は、小学生と中学生を同日開催とし、講師、助手の確保とより

多くの小・中学生の参加を促す。 

 

 

事務事業名 ＪＨＳ・パワーアップ（新教育プラン）事業（教育振興基金事業） 

事 業 費 １，９８６千円 

事業目的と 

概要 

中学校の部活動において、複数の中学校が連携し、合同練習や地域の指導

者の活用により、部活動の充実と生徒の心身の増進を図った。 

成果と課題 

学校の要望に沿い、部活動の移動のためのスクールバスを運行した。 

生徒同士の連携により、部活動への意欲の向上につながっている。また利

用回数利用者も前年度より増えている。（７３回実施、１１校、延べ９８８人

が参加） 

生徒の減少により、少人数や合同チーム、特設部の活動が増えており、本

事業の必要性がさらに高まっている。 

 

 

事務事業名 多良間村交流事業 

事 業 費 １，７８２千円 

事業目的と 

概要 

沖縄県多良間村と相互に児童生徒を派遣し、受け入れ家庭や訪問先の学校

で理解を深める交流事業を実施した。 

成果と課題 

多良間村との児童生徒の派遣交流により、文化・風土の違いを体験し、相

互理解を深めることができた。 

児童生徒の減少により、双方の受入家庭の確保が難しくなっていることか

ら、派遣・受入の体制等について、本市では令和元年度から派遣・受入を同

一家庭として交流を行うこととする。 
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事務事業名 子ども読書活動支援事業（教育振興基金事業） 

事 業 費 １２，１４４千円 

事業目的と 

概要 

学校図書館の業務を専任で行う「学校図書館支援員」を配置し、児童生徒

の読書推進活動や学校図書館の整備、図書を利用した学習活動を支援した。 

小中学校への図書購入寄附金を活用し、学校図書の充実を図った。 

成果と課題 

学校図書館支援員を１１名配置し、小中学校図書館の環境整備、学校が行

う図書関連行事、読書に関する啓発活動等を行い、児童生徒の読書に対する

意識を高めることができた。 

学校図書館支援員の配置により、司書教諭や担当教諭等の負担軽減につな

がっている。将来的には、学校図書館の運営は学校主体で行われることが望

ましく、その体制づくりについて検討する必要がある。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

事務事業名 特別支援教育事業 

事 業 費 ４１，４６７千円 

事業目的と 

概要 

普通学級に通うＬＤ（学習障がい）、ＡＤＨＤ（注意欠陥多動性障がい）、高

機能自閉症など、様々な「困り」をもつ児童生徒に対し、学校生活上の介助

や学習活動の支援を行った。 

特別支援学級に、タブレット型情報端末（iPad）を継続して配置し、学習

意欲の向上を図った。 

成果と課題 

特別な支援が必要な児童生徒が在籍している小中学校に特別支援教育支援

員（２３校：３４名）、介助員（１校：１名）を配置し、学校生活における支

援や指導を行った。児童生徒が個々の状況に合った支援を受けることで、生

活面、学習面において成長がみられた。就学支援相談員（１名）を配置し、

保護者や学校の相談、関係機関との連携調整にあたった。 

今後も、要支援児童生徒やクラス全体が落ち着いて学習や生活ができるよ

うに、支援を継続していく必要がある。タブレット型情報端末については、

在籍児童生徒分が確保され、活用されているが、学校間において効果的な利

用法について情報を共有するなど、引き続き研究していく必要がある。 
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事務事業名 学校支援推進事業（教育振興基金事業） 

事 業 費 １０，１９０千円 

事業目的と 

概要 

多人数の学級が複数ある中学校に、学校支援員を配置し、学習や諸課題（不

登校、別室登校、問題行動など）への対応と、教員への支援（授業中の個別指

導、放課後学習、部活動など）を行った。 

成果と課題 

学校支援員（５名）を配置し、学校の事情に応じて学習支援や生徒への対応

がきめ細やかに行われ、学校生活の安定や基礎学力の向上に効果がみられた。 

発達障害がある生徒の個別指導、支援内容が対症療法的な指導に終始するこ

ともあることから、支援内容の精査とともに、「働き方改革」における教員の

負担軽減のための学校支援員の活用方法について、検討しながら継続してい

く。 

 

 

事務事業名 学力向上事業 

事 業 費 ７，０１８千円 

事業目的と 

概要 

教員の指導力向上と児童生徒の学力向上を図るため、小中学校において教

育研究、学力検査、調査研究等を行った。 

成果と課題 

小学校の全学年（国語・算数）、中学校１、２学年（国語・数学・英語）を

対象に学力検査を行い、その結果を分析し教科の指導に活かすなど、児童生

徒の学力向上に取り組んだ。 

みやこ学力向上ネットワークを組織し、中学校区の小中学校の算数・数学・

国語の授業改善に取り組み、学力向上に効果があることを確認した。各小中

学校に指導主事を派遣し、授業等について具体的な指導助言を行い、教員の

授業力向上を図ることができた。 

授業改善の視点や研究教科について検証するとともに、各学校への成果の

発信等について工夫していく必要がある。 
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事務事業名 防災教育・復興教育推進事業 

事 業 費 ３９５千円 

事業目的と 

概要 

様々な地域の中学生と交流する中で、改めて自分の郷土のことを見つめな

おし、郷土を誇りに思う心を育てるとともに、復興・発展を支える人材をさ

らに育成することを目的として、第一中学校では矢巾町立矢巾北中学校との

交流学習、田老第一中学校では八幡平市立西根第一中学校と盛岡市立城西中

学校との交流学習をそれぞれ行った。 

成果と課題 

他校との交流学習は生徒たちの郷土愛が育てられ、更には復興・発展を自

ら支えようとする使命感が現れているが、学校間交流を引受ける学校が県内

には少なくなってきている現状にある。したがって、今後も他校との交流を

継続させ、自身の故郷を支えていけるような人材を育成していくためには、

県外の学校間交流も考えていく。 

 

 

事務事業名 小学校維持管理事業 

事 業 費 ２１３，３６８千円  

事業目的と 

概要 

 小学校施設の維持管理を行うとともに、児童の教育環境の改善を図るため、

プールの改修及び非構造部材の耐震化工事等を行った。 

成果と課題 

施設改修として、千徳小学校高圧電気設備更新工事、津軽石小学校及び崎山

小学校プール改修工事、重茂小学校外構工事、宮古小学校マルチホール吊り天

井改修工事、千徳小学校受水槽等改修工事等を行った。 

 また、宮古小学校校舎増改築工事及び千徳小学校校舎屋根等改修工事実施設

計を行った。 

 児童の教育環境の改善が図られた一方、施設の老朽化が進んでおり、経年劣

化に起因する補修費が増えている。予防保全型への整備方針の転換を図りつ

つ、施設の長寿命化に対応した改修を実施する必要がある。 

 

 

事務事業名 仮設グラウンド整備等事業（震災対応分） 

事 業 費 １７３千円 

事業目的と 

概要 

 東日本大震災の影響により、校庭を利用できない小学生の体育授業などの学

習環境の改善を図るため、整備した仮設グラウンドの維持管理を行った。 

成果と課題 

 重茂小学校仮設グラウンドの利用により、体育の授業等を支障なく行うこと

ができた。 

 重茂小学校校庭の外構工事が令和元年度（2019 年度）で完了する見込みで

あることから、仮設グラウンドの擁壁等構造物を撤去する必要がある。 
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事務事業名 保健事業 

事 業 費 ２３，８０７千円 

事業目的と 

概要 

児童生徒、教職員の健康の保持増進を図るため、健康診断を実施した。 

・小学校：１４，１９７，０４２円 

・中学校： ９，６１０，０９１円 

成果と課題 

 学校保健安全法施行規則に定められた健診・検査を行ったほか、生活習慣

病予防健診や貧血検査を実施し、異常の早期発見、早期受診の勧奨に努めた。 

教職員の心の不調となることを未然に防止することを目的に、メンタルヘ

ルスのストレスチェックを実施した。 

 健診・検査内容の見直しを行いながら、健診・検査後の指導等についても、

適切に行っていく必要がある。 

 

 

事務事業名 就学援助事業（震災対応分、平成２８年台風１０号含む） 

事 業 費 ６０，２７７千円 

事業目的と 

概要 

経済的に就学困難な児童生徒に対して、法律に基づき必要な援助を行った。 

 ・小学校（通常）：１７，４９１，８９８円 

     （震災）： ８，７７８，５３４円 

     （台風）： １，８２２，７５３円 

・中学校（通常）：１９，０９５，０９２円 

     （震災）：１０，９３４，７４０円 

     （台風）： ２，１５４，０１５円 

成果と課題 

本事業により、震災や台風１０号の影響、保護者の就労状況等の事情を抱

える児童生徒が、安心して学校生活を送ることにつながっている。 

児童生徒の学校生活に影響が出ないように、学校と連携し制度の周知と適

切な認定を継続して行う必要がある。 

今後も、国の制度改正を確認しながら、対象者の把握を行い、適切な給付

を行う。 
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事務事業名 特別支援教育就学奨励事業 

事 業 費 １，２１７千円 

事業目的と 

概要 

特別支援学級の児童生徒の保護者に対して、その負担能力に応じて必要な

経費（学用品費、修学旅行費、学校給食費等）の補助を行った。 

・小学校：７６８，３８０円 

・中学校：４４８，５４４円 

成果と課題 

保護者の経済的な負担を軽減し、特別支援教育の支援を要する児童生徒の

教育機会を確保することができた。 

特別支援学級に在籍する児童生徒が増加してきていることから、保護者の

負担軽減のため引き続き補助していく必要がある。 

 

 

事務事業名 教育助成事業 

事 業 費 ６，９５２千円 

事業目的と 

概要 

小中学校の文化・体育活動及び教育関係団体（小規模・複式研究会、学校

保健会等）に対して補助を行った。 

・小学校：１，１２２，５２６円 

・中学校：５，３７９，２６９円 

スクールバス等の利用以外の遠距離通学児童生徒に対して一世帯あたり３

万円の通学助成を行った。 

・小学校：１２世帯 ３６０，０００円 

・中学校： ３世帯  ９０，０００円 

成果と課題 

運動部、文化部における児童生徒の県大会・東北大会・全国大会への出場

をはじめとする部活動等に対して、補助金を交付し活動の推進を図った。 

いずれも必要な補助金であるが、繰越額が多い団体については、事業を適

切に実施するよう引き続き指導しながら支援していく。 

遠距離通学児童生徒への通学助成についても、必要な補助であり継続して

いく。 
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事務事業名 教材等整備事業 

事 業 費 ４９，５１９千円 

事業目的と 

概要 

小中学校の消耗品や備品、学校図書、理科教育備品などの教材を整備し、

学校教育の充実を図った。 

・小学校：２９，１１２，０２１円 

・中学校：２０，４０７，３７０円 

成果と課題 

小中学校の教材や備品等を更新し、児童生徒の教育環境の整備を図った。

学校用図書を購入し、児童生徒が身近に本に親しむ環境を推進した。 

今後も、教材・備品等の定期的な更新、図書等の購入により、教育環境の

向上を図っていく。 

 

 

事務事業名 児童生徒通学委託等事業 

事 業 費 １２９，３３１千円 

事業目的と 

概要 

遠距離通学者（通学距離片道４ｋｍ以上の小学生、片道６ｋｍ以上の中学

生）の通学手段として、スクールバス、タクシーによる送迎を委託した。 

・小学校：７０，８７４，５６８円 

・中学校：５８，４５６，７７８円 

※委託料以外の需用費などの支出を含めた総事業費は１３７，４５８千円。 

委託料以外の支出 

・小学校：７，３３２，０３５円 ・中学校：７９４，１７８円 

成果と課題 

スクールバスの運行については、児童生徒の減少や危険回避（野生生物、

工事車両等）のため、自宅近くからの乗降が増えているが、体力づくり等の

ため、学校の敷地外で乗降するなど、学校の要望、実情により対応した。 

老朽化したスクールバス１台（田老地区）を更新した。 

委託費抑制のため、路線バス等の活用を検討する必要があるが、スクール

バスの運行を縮小すると臨時運行も制限され、社会科見学等の活動に支障を

きたすことが懸念されることから、慎重な対応が必要である。 
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事務事業名 総合学習推進事業 

事 業 費 ３，３５９千円 

事業目的と 

概要 

児童生徒が自ら考え行動する力を育成するため、「総合的な学習の時間」に

おいて、各校で特色ある教育活動に取り組んだ。 

・小学校：２，１１２，９４５円 

・中学校：１，２４６，３０４円 

成果と課題 

「総合的な学習の時間」では、地域性等を考慮した独自の活動（復興教育、

ボランティア教育、伝統芸能活動、キャリア教育、国際理解等）が行われた。 

児童生徒の自主性の育成、地域への理解を深める機会となっており、今後

も継続して行う必要がある。 

 

 

事務事業名 教育用コンピュータ整備事業 

事 業 費 １６４，０１８千円 

事業目的と 

概要 

児童生徒の情報教育を推進するため、教育用コンピュータ等の整備を行っ

た。全校配置済み。 

・小学校： ９９，６０９，２４５ 円 

・中学校： ６４，４０９，１５６ 円 

成果と課題 

文部科学省の教育用コンピュータ整備方針に基づき、小中学校のコンピュ

ータ及びインターネット接続環境の整備、更新を行った。 

更新にあわせて、小学校９校、中学校１校にタブレット型情報端末を配備

するなど、調べ学習や資料の作成、授業で活用することにより、情報教育を

推進することができた。学習指導要領の改訂で、プログラミング教育が実施

されることになることから、論理的思考の育成が求められてきている。 

スマートフォンやパソコン等により、ＳＮＳ等に児童生徒が触れる機会が

増えており、情報等を適切に判断し対応する能力の育成が必要である。 

 

 

事務事業名 小学校太陽光発電システム整備事業 

事 業 費 ７０，８８７千円 

事業目的と 

概要 

災害時に避難所として最低限の電気を確保できるように、磯鶏小学校、田老

第三小学校及び新里小学校に、太陽光発電設備の整備を行った。 

成果と課題 

 避難所としての設備の充実が図られた。 

 今後は、太陽光発電設備を利用した「省エネ・環境教育」などへの活用を図

っていく必要がある。 
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事務事業名 中学校維持管理事業 

事 業 費 ６４，８４９千円 

事業目的と 

概要 

 中学校施設の維持管理を行うとともに、生徒の教育環境の改善を図るため、

学校の建物及び電気設備等の補修工事を行った。 

成果と課題 

 施設改修として、津軽石中学校及び田老第一中学校高圧変電設備更新工事等

を行った。 

また、宮古西中学校校ほか１校高圧受変電設備更新工事、津軽石中学校暖房

設備改修工事及び第一中学校大規模改修工事の実施設計を行った。 

児童の教育環境の改善が図られたが、施設の老朽化が進んでおり、経年劣化に

起因する補修費が増えている。将来の財政状況も見通しつつ、安全性を最優先

として、計画的に整備を進める必要がある。 

 

 

事務事業名 重茂中学校特別教室棟改築事業 

事 業 費 ８９，３８５千円 

事業目的と 

概要 

 危険建物である重茂中学校特別教室棟の改築を行った。 

成果と課題 

 昭和42年建築のコンクリートブロック造平屋建の特別教室棟は、老朽化の

ため外壁の崩落などがみられ危険な状態となっていた。 

 改築をしたことにより、安全な教育環境が整えられた。 

 

 

事務事業名 給食センター運営事業（震災対応分含む） 

事 業 費 ２８４，６９０千円 

事業目的と 

概要 

児童生徒の心身の健全な発達を図り、健康で活力ある学校生活を送るため、

新里・田老・重茂・川井の各給食センターにおいて、市内すべての小中学校に

学校給食を提供した。 

学校給食の安全性を確認するため、提供する食材の放射性物質の測定を行っ

た。 

成果と課題 

安心、安全な学校給食を継続して提供することができた。 

市内小中学校全校全学年で食育指導を行った。 

地元食材の活用を図り、市民向けの給食試食会を開催し（６回）、地産地消

の推進に取り組んだ。 

宮古室蘭フェリー就航を記念、周知するための「室蘭給食」を行った。 

食材の放射性物質の検査結果は、異常なかった。 

近年、児童生徒の食物アレルギーが多様化・複雑化していることから、その

対応について、給食センター、学校、保護者と連携をとり、取り組んでいく必

要がある。 
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【総括】   

 学校教育の充実に向けて、児童生徒が変化の激しい社会の中でも力強く生き抜く「生

きる力」を育む取り組みを、教育振興基金も活用しながら、学校、家庭、地域と連携し

て進めてきました。 

市の奨学金制度においては、地元への就業に一定の要件を満たした場合、奨学金の償

還を免除する「宮古市定住化促進奨学金返還免除制度」の周知を図り、若者の定住化や

市の将来の発展を担う優秀な人材の確保に向け、事業を進めてまいりました。 

東日本大震災で保護者を亡くした児童生徒には、教育支援金制度により支援し、被災

により就学に支障をきたす児童生徒には、台風第１０号で被災された方も含め、就学援

助制度により支援を行いました。 

震災後の児童生徒の心のケアについても、岩手県からスクールカウンセラーや教職員

の増員を受けて対応してきました。 

いじめ防止の観点からは、市及び学校が組織的に対応し、いじめ防止対策を実効的に

行うため「宮古市いじめ問題対策委員会設置条例」に基づき、「宮古市いじめ問題対策委

員会」を開催するための体制を整えてまいりました。 

読書活動支援においては、すべての小中学校に学校図書館支援員を配置し、学校、地

域ボランティア、市立図書館と連携した学校図書館づくりを推進しました。 

小・中学校において、教育上特別な支援を必要とする児童生徒については、特別支援

教育支援員を配置し、学校生活を送るうえで必要な支援をしてまいりました。 

 防災教育・復興教育においては、児童生徒が自然災害の危険に際して、自らの命を守

り抜くための「主体的に行動する態度」の育成や安全で安心な社会づくりに貢献する意

識の向上を図るため、地域と連携した特色ある教育活動を実施しました。 

 学校設備においては、全小中学校の教育用コンピュータを配置しており、今後の更新

において、普通教室にはタブレット型パソコンを、コンピュータ教室にはノートパソコ

ンを整備してまいります。 

 学校施設に関しては、適切な維持管理、改修を行い、設備等の更新を図ってまいりま

す。 

 学校給食に関しては、安心・安全な学校給食を継続して提供してまいります。 

 今後も、学校教育の充実を図り、確かな学力、豊かな心、健やかな体の育成を重点に

体系的に事業を進めてまいります。 
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ウ スポーツ・レクリエーションの振興        ※事業費は、千円未満四捨五入 

事務事業名 保健体育一般事業 

事 業 費 ２５，０６０千円 

事業目的と 

概要 

市民に健康や体力の保持増進に取り組む機会を提供するとともに、スポー

ツ推進委員や関係団体と連携し、スポーツ・レクリエーション活動の振興を

図った。 

成果と課題 

スポーツ指導者等の研修会等を開催し、ニュースポーツにおける指導者の

養成を図った。各種スポーツ大会からの支援要請に対応するため、受入態勢

を整え、スポーツ推進委員と連携した取り組みを推進した。 

スポーツ推進員や関係団体と連携を深め、市民への周知を広く図っていく。 

 

 

事務事業名 学校施設開放事業 

事 業 費 ２，５８７千円 

事業目的と 

概要 

地域の身近なスポーツ・レクリエーション活動の場として、小・中学校の体

育施設を開放し、地域の生涯スポーツの推進を図った。 

成果と課題 

市内の小学校１７校、中学校１１校において、体育館、校庭等を地域のス

ポーツ・レクリエーション活動の場として提供した。 

今後も、市民の活動の場として、学校体育施設の有効利用を推進していく。 

 

 

事務事業名 全国大会出場者への賞賜金（しょうしきん）の交付 

事 業 費 １，１１０千円 

事業目的と 

概要 

優秀な成績を修め全国規模以上の競技会等に参加する選手に対して賞賜金を交

付し、大会参加への支援を行った。選手のモチベーションの向上及びスポーツの

振興に寄与した。 

成果と課題 

平成３０年度は、３７件、１４０人に対し、賞賜金を交付した。 

市民へのスポーツ活動支援制度として根付いている制度であり、今後も事

業の継続に努めていく。 
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事務事業名 スポーツ選手育成強化支援事業 

事 業 費 ２，８７８千円 

事業目的と 

概要 

関係団体が行う各種講習会や実践指導を支援し、選手の競技力向上や指導

者の養成及び資質の向上を図った。 

成果と課題 

一般財団法人宮古市体育協会や同協会加盟９団体に支援費を交付し、トッ

プレベルの指導や現役トッププレーヤーの高度な技術を体験する機会を提供

できた。 

 

 

事務事業名 宮古市体育協会補助金 

事 業 費 ６，９７３千円 

事業目的と 

概要 

一般財団法人宮古市体育協会が行うスポーツ振興事業に助成し、スポーツ

推進体制、競技力向上及び選手の育成強化の推進を図った。 

成果と課題 
宮古市体育協会加盟団体、スポーツ少年団活動及び各種競技大会の開催を

支援し、スポーツの振興を図った。 

 

 

事務事業名 宮古サーモン・ハーフマラソン大会開催費補助事業 

事 業 費 ４,０００千円 

事業目的と 

概要 

宮古サーモン・ハーフマラソン大会実行委員会に対し助成し、マラソンに

親しんでもらうとともに、市民の健康増進の場を提供した。 

また、遠来からの参加者には、宮古の魅力・復興した街の姿をＰＲし、交流

人口の拡大を図った。 

成果と課題 

大会には、過去５番目に多い３，１２０名のエントリーが得られた。（前年

度３，２７９名） 

宮古市を代表するスポーツイベントとして全国の認知度も高まっており、

参加者の満足度をさらに高めていく必要がある。 
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事務事業名 スポーツ・健康づくり事業 

事 業 費 ９７２千円 

事業目的と 

概要 

市民の健康寿命の延伸を図るため、スポーツと健康づくりに対する興味・

関心を高める講演会を実施した。 

成果と課題 

「みんな生き生き！健康寿命の延伸」と題し、講演会を開催した。（参加者

３２０名） 市民ボランティア団体の活動支援やＰＲにもつながり、心身と

もに自立して健康的に生活できる健康寿命に関して、市民の理解を深めるこ

とができた。 

誰もが気軽にできる運動の普及を通じて、市民の健康づくりを推進するた

め、今後も事業を継続していく。 

 

 

事務事業名 スポーツツーリズム事業 

事 業 費 ６７４千円 

事業目的と 

概要 

スポーツ合宿の誘致やスポーツイベントの開催を通じて、交流人口の拡大

を図った。 

成果と課題 

いわてスポーツコミッションが主催する「いわて合宿相談会」に参画し、首

都圏からのスポーツ合宿誘致活動を行った。 

宮古運動公園陸上競技場で、６件、６６８名が冬季間に合宿を行った。 

合宿の継続開催に向けた取り組みを進めていくとともに、支援制度の創設

を検討する。 

 

 

事務事業名 復興推進スポーツチャレンジ事業（震災対応分） 

事 業 費 ２，９９８千円 

事業目的と 

概要 

子ども達が、身体を動かす楽しさや喜びを実感できる機会を提供する事業

に対し助成した。 

 

成果と課題 

髙田式体育教室「ダイヤモンドキッズカレッジ」を開催し、１８５名の子ど

も達が参加した。人の話を聴く姿勢、身体を動かすことの楽しさ、触れ合いの

中から生まれる自己肯定感を感じてもらうことができた。 

また、夏休み、冬休みには、ニュースポーツを体験する「スポーツチャレン

ジデー」を開催し、１３５名の子ども達が参加した。 

今後も、子ども達が運動する機会を確保していく。 
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事務事業名 体育施設の維持管理、整備等 

事 業 費 １９８，８２５千円 

事業目的と 

概要 

市民のスポーツ・レクリエーション活動を推進するため、体育施設の適正

な維持管理、改修整備を行った。 

成果と課題 

○体育施設の維持管理 

市民総合体育館、千徳地区体育館、小山田テニスコート、姉ヶ崎サン・スポ

ーツランド、宮古運動公園（野球場・陸上競技場）、へいがわ老木公園、 

野外活動センター、田老野球場、新里トレーニングセンター、同山村広場、同

野外施設、川井トレーニングセンター、同河川公園、小国・門馬ゲートボール

場。 

○体育施設の整備 

・総合体育館改修工事…屋外丸柱塗装工事ほか 

・総合体育館卓球台購入（１２台） 

・宮古運動公園野球場補修等工事…野球場法面補修 

・川井トレーニングセンター屋根改修工事実施設計業務 

市民が健康で活力ある生活を送ることができるよう、引き続きスポーツ・

レクリエーション施設の適正な管理、整備に取り組む。 

 

 

事務事業名 田老野球場駐車場整備事業（震災対応分） 

事 業 費 ４，７７６千円 

事業目的と 

概要 

田老野球場駐車場整備に係る整備測量設計を行った。 

成果と課題 
田老野球場駐車場整備に係る整備測量設計を行い、令和元年度（2019年度）

に駐車場舗装工事を実施予定。 

 

 

【総括】 

市民が、健康で心豊かに、そして活力に満ちたライフスタイルを築いていくためには、ス

ポーツ・レクリエーション活動に気軽に親しめる環境づくりが必要です。 

子どもから高齢者まで、幅広い世代の方々が、体力・年齢・技術・興味・目的に応じた活

動に取り組むことができるよう、関係機関と連携し事業を推進してきました。 

一昨年に宮古運動公園が再建し、東日本大震災で被災した体育施設の復旧が完了しました。

市民のスポーツ・レクリエーション活動の拠点として、多くの方々にご利用いただいていま

す。 

今後は、スポーツ合宿等の誘致による交流人口の拡大につながる支援制度の創設の取り組

みを進めてまいります。 

ラグビーワールドカップ２０１９や第３２回オリンピック競技大会（２０２０/東京）、東
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京２０２０パラリンピック競技大会の開催を控え、市民のスポーツに対する関心も高まって

います。 

 国際的なスポーツイベントを契機とし、スポーツがもたらす夢や希望を、次世代につなげ

ていくよう本市の取り組みを進めてまいります。 
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エ 文化の振興                    ※事業費は、千円未満四捨五入 

事務事業名 市民文化会館管理事業 

事 業 費 ８５，５３５千円 

事業目的と 

概要 

市民の芸術文化の拠点施設である市民文化会館について、指定管理者制度に

より、効果的、効率的な管理運営を行った。 

成果と課題 

指定管理者であるＮＰＯ法人いわてアートサポートセンターにより管理運

営され、芸術文化事業、自主事業、貸館事業などを実施した。 

第２回「みやこ市民劇」開催に向けたフォローアップ事業や「こども劇団」

「ジュニアアンサンブル」の育成、児童生徒を対象とした参加型事業の実施な

ど、市民の新しいコミュニティが形成されている。 

開館から４０年以上が経過し、施設の老朽化への対応や駐車場不足の解消等

が急務となっている。 

 

 

事務事業名 文化振興一般事業 

事 業 費 １００，８２５千円 

事業目的と 

概要 

 芸術文化の振興を図るため、市民文化祭を宮古市芸術文化協会と共催で開催

するなど、市民に芸術文化活動の機会を提供し、芸術文化団体の活動を支援し

た。 

 また、芸術文化を通じて市民に安らぎを与え、心を癒す役割を果たす事業を

実施した。 

芸術文化活動に関する全国大会の出場者に対し、賞賜金（しょうしきん）を

交付し、芸術文化の振興を図った。 

成果と課題 

ゆとりと潤いのある心豊かな生活の実現のため、優れた芸術文化作品の鑑賞

の機会を提供するとともに、市民自らが芸術活動に参加し、創作する機会を提

供した。 

・市民文化祭の開催 

・芸術文化協会、郷土芸能団体連絡協議会への補助 １,０８０,０００円 

・全国大会等出場者への賞賜金の交付 ４件 ２４０,０００円 

・岩手芸術祭巡回小・中学校美術展の開催 

・岩手芸術祭総合フェスティバルin宮古の開催 

・和のタイムトラベル・エンターテインメント「ジパング笑楽座」の開催 

・宝くじ文化公演「秋川雅史コンサート with スペシャルゲスト川井郁子」の

開催 

市民の芸術文化活動においては「高齢化」や「後継者不足」、「芸術活動環境

の整備」が課題となっている。関係団体と協議を重ねながら対応していく必要

がある。 
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事務事業名 文化振興一般事業（震災対応分） 

事 業 費 ４，６６０千円 

事業目的と 

概要 

小・中学校団体鑑賞の児童生徒の会場送迎費用を助成した。 

復興支援に取り組む楽団等による被災地支援活動に対応した。 

成果と課題 

・小・中学校団体鑑賞の児童生徒会場送迎（バス借上げ）費用の補助 

・佐渡裕＆スーパーキッズオーケストラ「こころのビタミンプロジェクト in

宮古」 

・堺市 文化芸術による被災地支援事業 

① 大阪交響楽団演奏会 

② 大阪交響楽団団員による楽器体験ワークショップ 

③ 堺シティオペラ歌手による合唱指導 

・東日本大震災復興支援 日本フィル音楽ワークショップin宮古 

 「ド・霊・ミ！？ オバケとの冒険！」 

・東日本大震災復興支援「アンサンブル・リアン」ミニコンサート 

・東日本大震災復興支援 劇団ゆうミュージカル「美女と野獣」 

復興支援に伴う事業は、毎年継続して実施されており、多くの市民に感動と

安らぎを与えている。また、世界的な著名アーティストとの共演は、児童生徒

にとって一生忘れることのできない貴重な体験となっている。 

震災からの「心の復興」を進めるため、今後も復興支援による被災地支援活

動に積極的に対応していく必要がある。 

 

 

事務事業名 心の復興事業（震災対応分） 

事 業 費 ４，３８９千円 

事業目的と 

概要 

多くの市民に芸術文化鑑賞の機会を提供し、震災からの「心の復興」を推進

するための事業を実施した。 

成果と課題 

 文化庁による補助事業を活用して、下記事業を行った。 

・コンサートキャラバン２０１８～復興支援コンサートキャラバン～ 

復興支援として、世界的な指揮者である小澤征爾氏らが進めていた国内トッ

プクラスの若手演奏家たちによるコンサートキャラバンを開催した。 

市内５カ所でアウトリーチ公演を開催し、約２００名の市民が国内一流の演

奏を身近に鑑賞することができた。 

被災地域以外の市街地でもアウトリーチを開催し、災害公営住宅入居者と地

区住民の交流の機会とすることができた。 

・みやこ復興寄席 

一流落語家による「みやこ復興寄席」を開催し、来場者に笑いと安らぎを与

えることができた。落語体験ワークショップにも多くの市民が来場し、被災地

住民のなかに笑いの文化が根付いていることを実感できた。（入場者３８５名） 

震災からの「心の復興」を進めるため、継続して取り組む必要がある。 
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事務事業名 文化財保護事業 

事 業 費 ４８４千円 

事業目的と 

概要 

市指定文化財、民俗文化財等を調査･保存･管理するため、文化財保護審議

会を開催した。 

市指定文化財の環境整備や現況確認、文化財収蔵資料の保存管理を行った。 

成果と課題 

文化財保護審議会は、５月と２月に開催し、市指定文化財として「昭和三陸

地震津波看板」と「鞭牛道供養碑」の２件が新たに市指定有形文化財となっ

た。また、「旧東屋酒造店主屋
し ゅ お く

」「旧東屋酒造店酒蔵」「旧東屋酒造店質蔵」の

３件が国登録有形文化財となった。 

文化財の調査は、市指定天然記念物のチョウセンアカシジミ産卵数を調査

し、１４，９６４個を確認、前年度比１．５倍の増加となった。 

一方、チョウセンアカシジミの生息環境整備作業は、地元住民からのトネ

リコの剪定や伐採等の要望に応えるものであり、文化財保護と住民の共生を

図るためにも必要不可欠と考えられる。 

指定文化財については、「鞭牛碑群」の標柱１箇所を修繕した。他の石碑４

カ所周辺の環境整備も例年通り実施することができた。 

また、「赤前のこぶしの木」及び「公孫樹」を樹木医に診断してもらい、そ

の結果に基づき樹木の剪定などを行った。 

国登録有形文化財「盛合家」については、説明板を設置するとともに、解説

リーフレットを作成した。 

今後は、国指定及び県指定文化財の浄土ヶ浜や国登録文化財「盛合家」など

について、保存と併せて活用が図られるような文化財の保存活用地域計画の

策定について検討を進めていく必要がある。 

事務事業名 崎山貝塚保存管理事業 

事 業 費 １１，００４千円 

事業目的と 

概要 

国指定史跡「崎山貝塚」を管理し、史跡の活用を推進した。 

崎山貝塚縄文の森ミュージアム運営協議会を５月と２月に開催し、ミュージ

アムの運営や崎山貝塚の保存・活用策等について審議した。 

また、今年度から崎山貝塚縄文まつり実行委員会に補助金を支出した。 

成果と課題 

崎山貝塚縄文の森公園の刈り払い等を行い、史跡公園の環境整備を行った。 

また、崎山地区公民館や自治会、崎山小学校、崎山中学校などを主体とした

第１９回崎山貝塚縄文まつり実行委員会を立ち上ることができ、市民協働の崎

山貝塚縄文まつりとして開催することができた。 

縄文の森公園、同複合施設（縄文の森ミュージアム、埋蔵文化財センター）

は、開館から３年が経過し、多くの人が訪れ、より快適に利用できるよう継続

的な管理が必要である。 
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事務事業名 縄文の森公園管理事業 

事 業 費 １４，２２１千円 

事業目的と 

概要 

崎山貝塚縄文の森公園複合施設（縄文の森ミュージアム、埋蔵文化財センタ

ー）の適正な維持管理を行った。 

成果と課題 

 崎山貝塚縄文の森公園複合施設全体では、２５，３６０人の利用があり、そ

のうち縄文の森ミュージアムの入館者は、５，７６０人であった。 

施設の適正な維持管理を継続するとともに、来館者の利便性の向上を図り、

展示設備については定期的な保守点検を行う必要がある。 

 

 

事務事業名 遺跡発掘調査事業  

事 業 費 １０，２６６千円 

事業目的と 

概要 

個人住宅の建築等に伴う緊急発掘調査や公共・民間開発事業等に伴う試掘調

査を実施し、遺跡の保護と記録の保存を行った。 

成果と課題 

個人住宅建築に伴う緊急発掘調査を１件、試掘調査を１４件実施し、平成３

０年度に事前協議を行ったすべての調査に対応することができた。 

崎山貝塚や緊急調査に伴う発掘調査の資料整理を継続して行い、今後も試

掘・発掘調査に対応するほか、復興事業に伴う発掘調査報告書の刊行も並行し

て行っているため膨大な業務を抱えている。一部業務の委託等を行い、業務の

効率化を進める必要がある。 

 

 

事務事業名 埋蔵文化財調査事業  

事 業 費 ９，２９８千円 

事業目的と 

概要 

蟇目埋蔵文化財収蔵庫の維持管理を行った。 

成果と課題 

蟇目埋蔵文化財収蔵庫を今後も適切に維持管理する必要がある。 

また、民間開発による発掘調査に対応するため、継続して進めている復興事

業等に伴う調査整理作業を早期に完了させる必要がある。 
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事務事業名 復興関連発掘調査事業（震災対応分） 

事 業 費 ２３，９７０千円 

事業目的と 

概要 

復興事業に係る埋蔵文化財調査と調査報告書を刊行した。 

成果と課題 

復興関連発掘調査事業に伴う資料整理として、３遺跡の発掘調査報告書を刊

行することができた。 

復興関連発掘調査事業で報告書刊行の必要がある遺跡は１３遺跡となった。

（前年度１６遺跡） 

平成３２年度の完了に向けて、通常事業に係る業務も並行して行いながら期

限までに調査報告書を刊行する必要がある。 

 

 

事務事業名 埋蔵文化財活用事業 

事 業 費 ７，８９７千円 

事業目的と 

概要 

崎山貝塚等の埋蔵文化財の活用を図るため、縄文体験学習、出前授業、遺跡

調査報告会等を実施した。また、丸木舟を製作した。 

成果と課題 

崎山貝塚縄文の森ミュージアムの開館により、市内小中学校をはじめ、市民

や観光客に埋蔵文化財の公開、情報発信を行うことができた。縄文の森ミュー

ジアムの来館者等に対しては、学芸員により、積極的に解説等を行った。 

縄文体験学習・展示解説には、１，１５５名、縄文まつりでは、各種縄文体

験等を開催し、延べ７７４名の参加があった。 

遺跡調査報告会として、宮古市を代表する中世の山城である「千徳城」等の

報告会を行った。（参加者６０名） 

課題として、利用者のニーズを踏まえて、地域の歴史について関心が高まる

よう、新たな手法を取り入れて埋蔵文化財の活用を進めていく必要がある。 

また、今年度製作した丸木舟の活用を図っていく必要がある。 
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事務事業名 文化財公開活用事業 

事 業 費 ２，１６９千円 

事業目的と 

概要 

市民の文化財に対する理解を深めるために、市内に所在する文化財の公開、

活用を行った。 

崎山貝塚縄文の森ミュージアム特別展やスポット展示、各種講座等を実施し

たほか、ミュージアム年報やパンフレットを刊行した。 

成果と課題 

 文化財の公開、活用として、下記事業を行った。（主なもの） 

・チョウセンアカシジミ観察会（７月の蝶の飛翔時期に開催。参加者１１人） 

・縄文の森ミュージアム特別企画展「時代を超えた海の架け橋 縄文～幕末～

現代」（入場者１，９１９人）  

・夏休み・冬休み講座 埋蔵文化財センターの一般公開（夏・参加者１１６人）、

縄文どんぐり染めでランチョンマットを作ろう（冬・参加者２１人） 

・ミュージアム館内のスポット展示 

① 「縄文⑩点展示＆田鎖車堂前遺跡の発掘調査展」（入場者２３２人） 

② 「よみがえる文化財～修復を終えた津軽石盛合家所蔵美術品」(入場者

１，２９２人) ③「ノスタルジックな日常～ちょっと昔の暮らし～」

（入場者７２８人） ④「千徳城遺跡群の発掘調査展」（入場者２９７

人） 

・ふるさと博物館企画展「実録、縄文丸木舟を作る」（入場者７６４人） 

・「とことん！縄文体験教室」（全３回－参加者数８７人） 

課題として、単年度の予定だけでなく、長期的な見通しを立てながら展示内

容を検討する必要がある。 

また、市民のニーズを把握し、より参加者・入場者の増加につながるような

公開活用事業の展開を考えていく必要がある。 
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事務事業名 市史編さん事業  

事 業 費 ３，００７千円 

事業目的と 

概要 

地域の歴史・文化を継承するため、『市史（近世・近代編）』をはじめとする

古文書等の資料の収集・整理・保存・解読を行った。 

宮古・室蘭フェリー就航に関連して、宮古と室蘭の歴史的な関わりについて

企画展等に取り組んだ。 

成果と課題 

 新里・川井地区は、古文書の資料集が刊行されていないことから、資料目録・

資料集（近世）の刊行に向けて、資料の収集・整理を進めていく必要がある。 

 旧東屋酒造店の国登録有形文化財への調査、資料作成を行った。また、東屋

に古文書が大量に残されていることが判明した。 

津軽石・盛合家においては、被災した美術品の修復が完了し、地元及び縄文

の森ミュージアムで一般に公開した。また、美術品の専門家による詳細調査を

行った。 

室蘭との関わりについては、江戸時代、南部藩の蝦夷地（北海道）警備に関

連した資料をほぼ網羅して収集し展示を実施した。 

今後も、古文書や史跡、建造物などの文化財を重要な地域文化として研究し、

市民の地域への愛着につながるよう取り組みを進める。 

 

 

事務事業名 郷土芸能振興助成事業 

事 業 費 ７５０千円 

事業目的と 

概要 

市内各地域の郷土芸能伝承活動を支援するため、郷土芸能団体に助成を行っ

た。 

成果と課題 

郷土芸能３団体（箱石郷土芸能保存会、末角笠踊り保存会、湯澤郷土芸能保

存会）に伝承活動補助として各２５万円を交付し、伝承活動への支援を行なっ

た。 

少子化・人口減少により、後継者不足が年々深刻になっており、今後は記録

保存の取り組みも検討すべきと考えられる。 

 地域の宝である郷土芸能の伝承活動には、今後も支援が必要であり、関係機

関と連携して発表の機会を設けるなどの方策を継続して講じていく必要があ

る。 
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事務事業名 北上山地民俗資料館運営事業 

事 業 費 ８，１０２千円 

事業目的と 

概要 

北上山地民俗資料館（市立図書館川井分室、小国分館、サテライトやまびこ

を含む）の運営事業を行った。 

多くの人に来場してもらい、地域の貴重な資料を知っていただくため、川井

地域で収集された北上山地特有の生産・生業用具や生活用具などの有形民俗資

料を常設展示したほか、企画展等の事業を実施した。また、小国分館を有形民

俗資料の調査事務所として正式に開所し、イベント等を通して所蔵する市内で

収集された有形民俗資料の活用を行った。 

成果と課題 

入館者は、１，３３５人、ホームページアクセス数約８万７千件、講座参加

者４５２人、学校等見学８校、聞き取り調査協力１０件があり、資料利用や参

考調査は２４件に対応した。入館者数等は微減しており、広報誌、パンフレッ

ト、ホームページ等により周知活動を推進する必要がある。 

企画展では平成２９年度に旧蟇目中学校体育館から移設した旧宮古市と旧

田老町で収集された資料のうち、主に海辺の暮らしの道具や漁具を展示した。

また、前年度の企画展で教科書に登場する有形民俗資料を紹介したが、その資

料を持参しての出前講座を行った。 

新規受け入れ資料は、１９０点あり、他の収蔵資料を含めて資料調査等の結

果は、ホームページや「資料館だより」で情報発信した。 

有形民俗資料を活用した実演見学や郷土食体験のほか、技術の伝承を目的と

した「昔の技術で小もの作り体験講座」は、出前講座を行った。 

見学者、利用者を増やしていくため、引き続き積極的に情報発信を行い、所

蔵する民俗資料についても、体験メニューやガイドブックなどをとおして、市

民や学校等への周知を行っていく。市内の民具を集約し、一括管理する小国分

館については、所蔵資料を企画展等で紹介するなど、活用を図る必要がある。 

 

 

事務事業名 北上山地民俗資料館管理事業 

事 業 費 １１，１９５千円 

事業目的と 

概要 

北上山地民俗資料館の維持管理、所蔵資料の適正な保存管理を行い、薬師塗

漆工芸館内の「サテライトやまびこ」においても資料の展示を行った。 

旧蟇目中学校体育館から小国分館に移設した有形民俗資料について、活用に

向けた整理作業を行った。 

成果と課題 

国指定有形民俗文化財「北上山地川井村の山地生産用具コレクション」をは

じめとする有形民俗資料や古文書などの所蔵資料（小国分館への移設分含む）

について、くん蒸などの適正な保存管理に努めた。 

「サテライトやまびこ」では、所蔵資料の一部を公開し、本館のＰＲに努め

た。継続して保存管理を行い、「サテライトやまびこ」においては、本館の紹

介や利用案内等のＰＲをさらに進め、誘客を図っていく。 
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事務事業名 室蘭市文化交流事業 

事 業 費 ２５５千円 

事業目的と 

概要 

宮蘭フェリー就航に合わせて室蘭市と宮古市とのつながりを紹介する展示・

講演会を実施した。 

成果と課題 

 第１８回特別企画展として「時代を超えた海の架け橋 縄文～幕末～現代」

を開催した（１，９１９人）。展示資料には室蘭市指定文化財等も借用し、展

示を行った。さらに室蘭市文化財担当職員を招へいし、展示期間中に合わせて

「海の架け橋～幕末～」と題した講演会を実施した（１１人）。 

室蘭市との交流は今後も続いていくものであり、展示・講演会に限らず様々

な形態でのつながりを継続していくことが必要である。 

 

 

【総括】 

市民の芸術文化活動の拠点施設である市民文化会館の管理運営については、指定管理

者制度により、指定管理者の専門性を生かした事業（「みやこ市民劇」の開催等）を展開

し、効果的で効率的な管理運営を行うことができました。 

 文化財は、地域の歴史を伝える貴重な財産であり、これを後世に継承するために各種

文化財の調査・研究と保存・活用を行いました。 

埋蔵文化財の発掘調査、なかでも東日本大震災からの復興事業に伴う調査のうち、発

掘調査（野外調査）は、ほぼ完了し、予定どおり３冊の発掘調査報告書を刊行すること

ができました。 

 平成２８年（2016年）７月に開館した崎山貝塚縄文の森公園、縄文の森ミュージアム

では、北上山地民俗資料館と連携し、文化財公開活用事業の拠点として常設展示のほか、

企画展示や体験学習、文化財講座などを実施してきました。 

今後は、これまでの企画のほか利用者のニーズをとらえた展示や講座等を実施し、多

くの方々に文化財が身近なものとして感じられ、また親しんでもらえるよう企画運営に

努めてまいります。 

市史編さんについては、旧来の建物や土蔵が解体され、収集される資料は増加傾向に

あるため、今後も適正な保存と整理を進めてまいります。 

 北上山地民俗資料館については、企画展や「サテライトやまびこ」等により、貴重な

所蔵資料の紹介・活用をさらに進めてまいります。 
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４ 学識経験者の意見 

 

教育に関し学識経験を有する方の外部視点によるご意見として、下記の４名の方からご

意見をいただきました。 

 

（１） 宮古市社会福祉協議会 在宅福祉課長 伊藤直子氏の意見 

○教育委員会会議の開催状況及び審議内容 

 定例会、臨時会ともに適正に審議され、点検評価についても厳正に行われていることを

確認しました。 

 

ア.  生涯学習の推進 

   市民の方々が学べるような事業を企画、実施され参加者が減少とはいえども学ぶこと

のできる場の提供はありがたいと思います。 

「地域コミュニティ再生支援事業」では、地域と一体となって子どもたちを見守り地

域全体で子どもたちの活動、成長を支えていく事業はこれからも引き続き実施していた

だければありがたいです。 

「生涯学習関係団体活動支援事業」の生涯学習関係団体の団員については、時代的に

難しいとは思いますが、出来る限り存続できるよう若い方々への働きかけをしながら進

めていただきたいと思います。 

まちづくりふれあい講座の参加が小、中、高、学生と増加したことはいいことだと思い

ます。この参加をきっかけに、地域でも活動が広がることが出来ればいいと思います。 

 

 

   

（２） 退職校長会  袰岩敏雄氏の意見 

○総合教育会議の開催状況及び審議内容 

 適正に公開で開催され、重要な内容で協議されたことを確認しました。 

○教育委員会会議の開催状況及び審議内容 

定例会、臨時会とも適正に審議されたことを確認しました。 

 

イ.  学校教育の充実 

・「教育委員会だより」は、全世帯配布で宮古の教育の理解に役立っています。 

・返還免除型の奨学金制度の利用がさらに増加することを期待します。 

・学校でALT５名の指導力を高く評価しており、外国語教育がさらに充実することを期

待します。 

・「サーモン教室」は学校とよく連携し、児童生徒の学校復帰と高校進学につなげ、成

果をあげています。 

・ニュートン・スクールが継続して開催され、また中学生にも機会が広がり、理科教育

に大いに貢献しています。 
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・特別支援教育支援員と介護員の配置は、個々の児童生徒を大切にし、一人ひとりの成

長につながっています。 

・小中学校維持管理は、財政面の困難もありますが、安全性を最優先とし計画的に整備

を進めていただきたいと思います。 

・教育用コンピュータ整備では、タブレット型を配置することにより、活用内容が広が

り、情報教育が推進されています。さらに配置が増えることを期待します。 

・給食センター運営では、食育指導、市民試食会、「室蘭給食」など充実しており、ま

た児童生徒の食物アレルギーにもよく対応されています。 

 

   学校教育の充実に向けて、「生きる力」を育む取り組みを、学校、家庭、地域と連携し

推進することにより成果をあげていることを、３３事業の概要及び成果と課題、総括

から確認しました。 

 

 

 

（３） 宮古市スポーツ推進審議会 委員 中野貴子氏の意見 

○教育委員会の活動状況について 

  教育委員会会議定例会、臨時会での議案、報告につきまして、全て原案可決、承認され

ていることを確認いたしました。 

 

ア.  生涯学習の推進 

地区センターの復旧、移転新築が進み、公民館での事業の増加もあり、市民が活動して

いく環境が益々充実されてきているのが感じられました。今後とも、子どもから高齢者ま

で、市民皆様が自由に参加できる環境づくりを願っております。 

 

イ.  学校教育の充実 

児童・生徒の心に目を向け、支援活動事業を進めているとともに、現代文化に対応し、

新しいことをどんどん取り入れている様子が伝わりました。その中で、今後少子化により、

学ぶ環境の変化への対応や部活動の存続に不安に思うところもあります。児童・生徒が更

なる向上を目指し、安心して学習、活動していけますよう充分な対応をお願いしたいです。 

 

ウ.  スポーツ・レクリエーションの振興 

運動施設が充実されてきており、運動への目を向ける市民の増加、盛り上がりが感じ取

れます。しかしながら、市内の運動施設が分散されていて、運動したくても出来ない状況

が今後増えてくるのではないかと不安に思うところもあります。市民皆様が色々なスポー

ツに携わり、楽しめていけますよう、ニーズに応え取り組んでいただきたいと共に、これ

からラグビーワールドカップ 2019、東京オリンピックと国際大会が続いて開催されます

ので、市民皆様で盛り上げていけますよう、更なる企画運営を願います。 
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エ.  文化の振興 

市民文化会館にて様々な催し物が開催され、特にこども劇団、市民劇の開催で、市民参

加型としても、子どもから大人まで色々な面で楽しむ機会が増えてきていると感じました。 

今後とも継続して、市民皆様と運営側が一体となり、多様面で広めていけますように、

取り組んでいただきたいです。 

 

 

（４） 宮古市教育振興基本対策審議会 委員 小野寺文雄氏の意見 

○教育委員会会議の開催状況及び審議内容 

 各会議の開催状況、及び審議内容が的確に示され、点検評価、総括も真摯になされてい

る事が確認できました。会議に出席された方々のご努力に感謝です。なお、総括されてい

る内容が可能な限り改善され、目標提示に留まらないご努力を進めていただければと思い

ます。 

 

ア. 生涯学習の推進 

  震災で被災した施設や、老朽化した施設等の整備も順調に進んでいること、様々な取

り組みが効果を上げていることに関して、関係する方々の取り組み、意欲といったもの

が評価できます。 

  施設面では中央公民館の重要性について、機会があるたびに発言していますが、今後

どのような形になっていくか重要視していきたいと思っています。 

  生涯学習の重要性がより広い世代に浸透していくための工夫や施策は、今後も息の長

い取り組みをしていっていただきたいと思っています。 

 

イ. 学校教育の充実 

  各事業の取り組みや対応が着実に成果を上げていることが評価できます。 

  震災以降、施設の維持補修にかなりの予算が付くようになり、嬉しく思っています。 

新しい学校とそうでない学校との施設面のギャップは、同じ義務教育施設なのだろう

かと疑問を持ってしまう現実がありましたが、目に見えて改善が進んできていることは

嬉しいことです。 

  いろいろな報道を見ていると、社会も教育現場も他人事と観ているとしか思えない現

実にあきれてしまう事があまりに多すぎると感じています。思いやりを持った対人関係

を素直に教育できない現実や、優れた革新技術を本来のあるべき姿とは違った方向に使

ってしまうことなど、ただ腹立たしく思うしかない現実にも、もっと目を向ける必要性

を感じています。 

 

ウ. スポーツ・レクリエーションの振興 

  この取り組みについては、教育委員会、体育協会などのご努力と、運動と健康に対す

る市民の取り組みがうまくリンクしているように感じます。今後も様々な情報発信に取

り組んでいただきたいと思います 
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エ. 文化の振興 

  文化活動が「心の復興」に大きな役割を果たすということが誰にでも知られるように

なって、そういった意識を持った方が増えていると実感しています。そのための取り組

みやご努力が評価できるように思います。 

  教育委員会としても、各施設としても素晴らしい文化活動や歴史に触れたり、自ら経

験したりすることの重要性をこれまで同様発信していただき、自己啓発に繋がる環境づ

くりを推し進めていただきたいと思います。 

   市民ホールが出来ましたが、その利活用については様々な問題があるように感じてい

ます。市民要望と宮古市の運営管理方針との摺り合わせについて、市民の目線に立った

柔軟な考えを持って、どのようにしたらよいのかを、関係課を含め考えていただきたい

と思います。 

 

 

 

 

５ おわりに 

 

教育委員会では、東日本大震災及び平成28年台風第10号の発生後は、被災した施設

の復旧を進める一方、子どもたちへの就学支援や心身のケアに最優先で取り組み、復興

の総仕上げとともに、「個性を生かし未来を拓くひとづくり」を掲げて教育施策に取り組

んでまいりました。 

平成３０年度（2018 年度）は、宮古・室蘭フェリーが就航となり、室蘭市の子どもた

ちとの交流が図られました。 

令和元年度（2019 年度）は、現在の「宮古市教育振興基本計画」と「宮古市立小・中

学校適正配置計画」の最終年度であることから、これらの次期計画の策定に向けて宮古

市教育基本対策審議会委員の皆様と審議をしているところです。 

未来を担う子どもたちが健やかに成長し、地域社会に貢献する人材の育成を目指し、

今後も市民の皆様と連携・協働し、教育行政を推進してまいります。 

今回、外部評価として学識経験者の方からいただきましたご意見・ご指摘については、

教育現場の意向や実態等を考慮しながら、可能な限り教育施策に反映させていきたいと

考えております。 

   最後に、この点検・評価を実施するにあたり、貴重なご意見やご提言をいただきまし

た方々並びに関係者の皆様に心から感謝を申し上げます。 


